別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:新「社会人養成塾」キャリア教育実践事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　産業人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3128）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,000千円（前年度予算額：0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　若年労働者の早期離職やニート・フリーター層は高い水準で推移しているため、学校教育から社会･職業への円滑な移行に大きな課題があることを示しており、子どもや若年者の社会的･職業的自立に向けたキャリア教育の推進が求められている。
　このため、社会人として、職業人として必要な基本的能力を向上させるべく、高校生及び大学生を対象に実践的なキャリア教育を実施する。
（１）高校生対象事業
　①合宿型インターンシップ

　　　高校生を対象に夏休みや春休みを利用した短期のインターンシップを実施し、近い将来、社会人として活躍するのに必要な知識や技術を学ぶ。

②社会人講師派遣事業
　　社会人講師を先生として授業に招聘し、仕事内容や仕事に必要なスキルを学ぶ。
　　
（２）大学生対象事業

③実践型インターンシップ
　　　　１ヶ月以上の長期のインターンシップを実施し、単なる体験ではなく、実際に任されたプロジェクトを遂行する。
	２　所要経費


①合宿型インターンシップ　　　            　　　  　　　　　1,540千円

②社会人講師派遣事業      　　             　　 　　　　　　3,460千円

③実践型インターンシップ　　　              　　　　　  　　5,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　１　若者が力を発揮できる地域をつくる
・実践的なキャリア教育を実施することにより、生産性の向上につながる産業人材を育成する。
	２　これまでの取組状況


　　
	３　これまでの取組に対する評価


　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


